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第１第１第１第１    導入の経緯導入の経緯導入の経緯導入の経緯    

    

    １１１１    統合新設校の建設統合新設校の建設統合新設校の建設統合新設校の建設    

 平成８年，調布市でも，児童・生徒数の減少に伴う学校規模の適正化を図るため，「調布

市小規模校対策検討委員会」を設置し，具体的な検討を開始した。特に規模の小さな学校に

ついては，部会を設け議論を進めてきた。その結果，平成９年11月に，野川小・大町小部会

から，両校を統合して新設校を野川小学校敷地に設置することが望ましいとの報告がなされ

た。 

 これを受け，平成14年度の新校舎建設を目指して諸準備を進めた。 

  平成10年３月 統合新設校基本構想書作成 

      ４月 統合新設校開設準備委員会発足 

         （市民10人，学校関係者８人，行政２人） 

  平成11年３月 実施設計完了 

         野川小・大町小を閉校 

      ４月 統合新設校：調和小学校開校（旧大町小を仮校舎に） 

         新校舎設計について教職員から要望を聴取（５～９月） 

  平成12年３月 図面修正 

         予算措置（平成12年度～平成14年度の債務負担行為） 

 

２２２２    ＰＦＩ導入の検討ＰＦＩ導入の検討ＰＦＩ導入の検討ＰＦＩ導入の検討    

(1) 学習会の開催 

  平成10年８月 金融機関の担当者を講師に招き，政策室職員を中心にイギリスの事例な

ど，ＰＦＩについて庁内学習会を開催した。同年５月には，議員立法の形でＰＦＩ法が国

会に提出されていたが，この段階で具体的な事業への適用についての展望を有していたわ

けではない。 

 

(2) 庁内ＰＦＩ研究会の設置 

  平成11年７月ＰＦＩ法が成立した。同時期，長引く景気低迷の影響から市の財政状況は

厳しさを増し，長期計画に掲げた事業の廃止や先送りなど，歳出の大幅な見直しを余儀な

くされていた。 

  統合新設校の建設事業については，平成10年に設計は終了していたものの財源調達の見

込みがたたず，当初２か年事業で計画したものを３か年に延ばし，財政負担を平準化した

うえで平成12年度に従来方式で予算措置（債務負担行為）を行った。 

  しかし，財政環境の悪化は予想以上であり，何とか財政負担の縮減を図る必要があり，

並行してＰＦＩ方式の導入について検討を進めることとした。予算審議が行われる議会を

前にした平成12年２月28日，庁内に研究会を設置し具体的な調査・研究を開始した。 

 

(3) 研究会報告 

  平成12年８月，ＰＦＩ導入効果について以下のとおり報告をまとめた。 

  （ＰＦＩ導入のメリット） 
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  ・ 財政の縮減効果が図れること。 

     建築年次の平成12年度から14年度にかけての支出が抑制できること。 

     事業全体を通じて，現在価値の比較によりＶＦＭが出る見込み。（92.6%） 

  ・ 平準化した支出により，限られた財政フレーム内で，より多様な市民サービスの提

供など，他の施策展開が可能となる。 

  ・ 温水プールを含む学校施設，地域開放施設を民間主導で管理運営することにより，

利用率の向上やサービス内容の工夫など，より多くの価値が期待できる。 

 

３３３３    文部省など関係機関との協議文部省など関係機関との協議文部省など関係機関との協議文部省など関係機関との協議    

 ＰＦＩの導入に当たって，一番のネックとなったのが補助金の有無であり，東京都教育庁

を通じて文部省（現：文部科学省）と協議を行った。さらに，行財政運営について東京都総

務局，自治省（現：総務省）とも協議を行った。 

(1) 文部省との協議 

  当初，省内に設置した研究会での，具体的な検討を経なければＰＦＩ事業への補助金支

出について，明確な返答ができないとのことであった。夏から秋にかけて，市から検討資

料の提供をするとともに、省内での検討や財務当局との調整が続けられ，平成12年12月初

旬，調和小学校に限り既存制度を活用して補助を行うとの返答をいただいた。 

  ただし，補助金については，調布市から施設整備に要する費用の支払いが建設完成後の

支払いになるため、これまでのような建設中からの２か年にわたる出来高による交付では

なく，買取方式と同様の単年度での国庫負担（補助）事業とされた。また，小学校の施設

に係る所有権の市への移転（ＢＴＯ），補助金交付年度での対象となる工事費相当額が施

設整備費として支払われていることが条件として提示された。 

 （補助金の内容等）義務教育諸学校施設費国庫負担法による 

 ・ 校舎       176,400円×3,881㎡×1/2 ＝ 342,304,000円 

 ・ 多目的スペース  176,400円× 419㎡×1/2 ＝  36,955,800円 

 ・ 体育館      199,800円× 919㎡×1/2 ＝  91,808,000円 

 ・ 給食室      176,400円× 120㎡×1/3 ＝   7,484,000円 

 ・ プール      706,300円× 275㎡×1/3 ＝  64,744,000円 

対象工事費計   1,157,536,700円     補助金計  542,868,267円 

                      （平成12年度時点見込額） 

 

(2) 自治省との協議 

① 本来ＰＦＩ事業ではＢＯＴのほうが民間のノウハウが発揮されるはずだが、ＢＴ

Ｏ方式としたのはなぜか。 

・ 公立義務教育の施設であり，非常時には防災備蓄倉庫を備えた避難場所としての

使用のため。また、現行の国庫補助制度では，その対象が市が支出した建物の新

築又は増築に要する経費（本工事費、附帯工事費、買取費、事務費）であるため、

所有権の市への移転は必須である。但し，学校教育法上は，公立義務教育施設の

場合、設置者の施設の所有に関する規定は無い。 
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(3) その他 

  東京都，政策投資銀行から，事業スキーム等について様々なアドバイスをいただいた。 

 

 

調布市ＰＦＩ推進体制 

調調調調    布布布布    市市市市    
調布市民間資金等活用事業プロジェ調布市民間資金等活用事業プロジェ調布市民間資金等活用事業プロジェ調布市民間資金等活用事業プロジェ

クトチームクトチームクトチームクトチーム 
政策室 

教育委員会総務課・図書館 

財務部財政課・営繕課 

総務部契約課 他 

パシフィックコンサルタンツ株式会社パシフィックコンサルタンツ株式会社パシフィックコンサルタンツ株式会社パシフィックコンサルタンツ株式会社    

三井安田法律事務所三井安田法律事務所三井安田法律事務所三井安田法律事務所    

株式会社横河建築設計事務所株式会社横河建築設計事務所株式会社横河建築設計事務所株式会社横河建築設計事務所    

アドバイザリー契約アドバイザリー契約アドバイザリー契約アドバイザリー契約    

実施設計の事務所

として支援 
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第２第２第２第２    事業の概要（実施に関する方針：平成事業の概要（実施に関する方針：平成事業の概要（実施に関する方針：平成事業の概要（実施に関する方針：平成12121212年年年年11111111月月月月30303030日公表）日公表）日公表）日公表）    

        

１１１１    事業名称事業名称事業名称事業名称    

 調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業 

 

２２２２    事業目的事業目的事業目的事業目的    

 市では，児童・生徒の教育環境を良好に保つため，小規模校の解消又は小規模校化の防

止を含めた学校規模の適正化方策の一つとして，調布市立野川小学校及び調布市立大町小

学校の両校を統合して調布市立調和小学校を新設した。 

 本事業は，調和小学校において，「２１世紀にふさわしい，夢のある学校施設」を目指

し，児童の教育効果の面はもとより生涯学習施設としての機能面，地域の拠点としての学

校の役割等が十分に発揮できるよう，「特色ある学校づくり」，「地域に開かれた学校づ

くり」を行うことを目的として，新校舎等の整備並びに維持管理及び運営業務をＰＦＩ事

業として実施するものである。 

 

３３３３    施設等の概要施設等の概要施設等の概要施設等の概要    

(1) 敷地の立地条件 
建設予定地 調布市西つつじヶ丘４丁目２２番地６ 
敷 地 面 積      １３，２８６．０７９㎡ 

用途地域 第一種中高層住居専用地域 
建ぺい率 ６０％ 
容 積 率 ２００％ 

準防火地域 
地域地区等 

その他 
日影規制 ３時間（５ｍ），２時間（１０ｍ），Ｈ＝４ｍ 

 

(2) 施設概要 
延床面積 約１１，０００㎡ 
最高高さ １４．７ｍ 
構造規模 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造地下１階地上３階建て 

校 舎 及 び      
体 育 館 棟      

施設内容 

事務室，職員室，校長室，保健室，技能主事室，給食調理
室，普通教室１２教室，多目的教室６教室，相談室，生活
科室，プレイルーム，図工室，理科室，家庭科室，ランチ
ルーム，ワークスペース・展示コーナー，学校図書館，コ
ンピューター室，会議室，音楽室２教室，開放型体育館，
地域図書館，談話室，防災備蓄倉庫，温水プール，メモリ
アルコーナー 

延床面積 約１１０㎡ 
最高高さ ５．１ｍ 
構造規模 鉄筋コンクリート造平屋建て 

付 属 棟 

施設内容 体育倉庫，校庭用便所 
面  積 約３，６００㎡ 

屋外運動場 
主要仕様 暗きょ排水，表面排水，グラウンド散水設備（スプリンクラー），校庭運動器具 
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４４４４    事業内容事業内容事業内容事業内容    

(1) 事業方式 

 本事業の事業方式は，事業者が施設等の建設等を行い，市に譲渡し，所有権を移転し

たうえで，施設等の維持管理及び運営業務を行うＢＴＯ（Build Transfer and 

Operate）方式とする。 

 

(2) ＰＦＩ事業の範囲 

ア 施設の建設 

 事業者は，市が実施した設計図書に基づき，調和小学校の校舎及び体育館棟並びに

付属棟（以下「施設」という。）を建設する。建設に当たって，事業者は設計を担当

した設計者に工事監理を委託する。 

イ 屋外運動場の設計及び整備工事 

 事業者は，調布市立調和小学校の屋外運動場の設計及び整備工事を行う。 

ウ 施設等の譲渡等 

 事業者は，建設した施設を市に譲渡し，所有権を移転する。また，整備工事を行っ

た屋外運動場を市に引き渡す。 

エ 施設等の維持管理 

 事業者は，施設等の引渡し以後，施設等の維持管理を事業期間中行う。 

オ プールの運営 

 施設の一部である温水プールについては，学校教育で優先使用するが，それ以外の

時間帯を個人及び団体に開放する。事業者は，施設の引渡し以後，温水プールの運営

業務を事業期間中行う。 

 

(3) 事業に要する費用の負担 

 市は，事業者が提供するサービスを一体のものとして購入し，その対価をＰＦＩ支払

いとして事業期間にわたって，事業者に支払う。なお，ＰＦＩ支払いは，施設等の建設

等にかかる初期投資に相当する部分（あらかじめ定められる施設整備費用）と，施設等

の維持管理・運営に係る部分（物価変動等を勘案して定められる維持管理・運営費）か

らなる。 

 市は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条に基づき設定した債務負担

行為を踏まえ，これらの費用を支払う。 

 

(4) 事業スケジュール 
建設期間 平成１３年４月～平成１４年７月 
施設の引渡し及び所有権移転期限 平成１４年７月末日 
新校舎での授業開始 平成１４年９月 
維持管理・運営委託期間 平成１４年８月～平成２９年３月末 
※）屋外運動場については，平成１４年１２月末までに完工して市に引渡し，引渡し以

後，平成２９年３月末まで維持管理を行う。 
※）プールの維持管理業務は平成１４年８月から，プールの運営業務（プールの利用）

は平成１４年９月から開始する。 
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    ５５５５    特定事業の選定（ＶＦＭの検討：平成特定事業の選定（ＶＦＭの検討：平成特定事業の選定（ＶＦＭの検討：平成特定事業の選定（ＶＦＭの検討：平成12121212年年年年12121212月月月月15151515日公表）日公表）日公表）日公表）    

            

  (1) 前提条件の整理 
 従来方式 ＰＦＩ方式 
検討期間 １６年間 従来方式と同じ 
 建設 １年４か月 従来方式と同じ 

 運営 １４年８か月 従来方式と同じ 

延床面積 11,093 ㎡ 従来方式と同じ 

初期投資（体育館空調含まず）   
 校舎工事監理委託 42,470 千円 従来方式と同じ 

 校舎工事建築工事 4,123,800 千円 3,299,040 千円 
（従来方式の 80％） 

 校庭設計委託 1,895 千円 1,516 千円 
（従来方式の 80％） 

 校庭整備工事 53,000 千円 42,400 千円 
（従来方式の 80％） 

 アドバイザー費 ― 18,100 千円（H12 年度） 
（市負担） 

運営費用   

 プール運営管理 96,700 千円／年 77,360 千円／年 
（従来方式の 80％） 

 維持管理 22,000 千円／年 17,600 千円／年 
（従来方式の 80％） 

 設備更新改修費 
●運営開始後 ３～１０年 

工事費の 0.5％／年 
●運営開始後１１～１５年 

工事費の 1.0％／年 

●運営開始後 ３～１０年 
工事費の 0.5％／年 

●運営開始後１１～１５年 
工事費の 1.0％／年 

 モニタリング費 ― 3,000 千円／年 
（市負担） 

税金   

 登録免許税 ― 税率：0.6％ 

 法人税 ― 税率：40.87％ 
均等割：120 千円 

資金調達   

 国庫補助金 543,296 千円 従来方式と同じ 

 自己資金 2,067,434 千円（一般財源） 必要投資額の 30％ 
（うち 20％は金利 4.0％の劣後ローン） 

 起債 
借入額：1,873,200 千円 
金利：2.8％ 
償還年数：15 年（うち据置 3年） 

（市の一時拠出金として起債で調達） 
借入額：584,600 千円 
金利：2.8％ 
償還年数：15 年（うち据置 3年） 

 公的融資 ― 
借入額：必要投資額の 35％ 
金利：3.0％ 
償還年数：15 年 

 市中銀行 ― 
借入額：必要投資額の 35％ 
金利：4.0％ 
償還年数：15 年 

割賦債権 ― 
元本：投資額及び公租効果相当額 
金利：3.5％ 
償還年数：15 年 

割引率 4％ 従来方式と同じ 

事業者収益率等 ― EIRR：5.0%，DSCR：1.2，LLCR：1.4 

注）本表は全て平成１２年度価格（消費税抜き）で作成している。 
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  (2) テスト結果 
 ＶＦＭテストとして，前提条件に従い，損益計算書，資金繰り表，ライフサイクルコス

ト表を作成し，調布市の財政負担額を整理した。 

 ＶＦＭは，890,690 千円（ＰＳＣの 1７.３％）となった。 

 

表 ＶＦＭテストの結果（ＮＰＶベース・千円） 
従来方式         ５，１４６，５４４ 
ＰＦＩ方式  ４，２５５，８５４ 
ＶＦＭ    ８９０，６９０ 

 

  (3) 条件設定の考え方 

   ・ 民間の創意工夫による費用削減 

     ＰＦＩ方式では，事業の一括委託，性能発注方式，予定価格の非公表，競争性等の特

性により，民間の創意工夫が図られ，費用面での削減が期待できるものとしている。 

     神奈川県，千葉市等の先行事例では，最大で５割を超える削減率の提案も見られたが，

従来方式の費用設定，事業の条件など事業毎に異なる。 

     本件においては、既に実施設計を完了しているもののＶＥ提案や、施工方法の努力に

より一定の効果が期待できるものとして、初期投資の内、校舎建築工事、校庭設計及び

整備工事と、維持管理及びプール運営に要する経費について従来方式の 80％を見込ん

だ。これは、建設省が実施した「公営住宅 WG の報告（10％）」，「公園事業における

ＰＦＩの手引き（80％）」などの検討例と、神奈川県、千葉市等の先行事例を参考にし

たものである。 

   ・ 公租公課 

     ＢＴＯ方式については，施設を割賦販売し保有しない事業であることから，登録免許

税，法人税のみが課税されることとした。（なお，不動産取得税については，６か月以

内の未使用譲渡であることから取得とみなされない。） 

   ・ 自己資金 

 従来方式については，投資額の７０％を一般財源からの一括拠出としている。一方，

ＰＦＩ方式については，必要投資額の３０％を自己資金としている。ただし，そのうち

の２０％については，民間事業者の資金調達方法における創意工夫として劣後ローンが

組まれるものと設定した。なお，この資金調達方法を募集条件とはしていない。 
   ・国庫補助金及び地方債 

 従来方式、ＰＦＩ方式とも同額の補助金が交付されるものとした。また、地方債につ

いては、ＰＦＩ方式の場合は補助金交付に伴う地方債についてのみ適用するものとした。 
 (4) 公共サービスの水準の評価 

   ア 一般開放する温水プールの運営に民間事業者が有する専門的な知識やノウハウを活用

することにより，利用者のニーズ及びその変化に対応した良質で多様なサービスを柔軟

に提供することが期待できる。 

   イ 本事業における建設等，維持管理及びプール運営に係る業務を民間事業者に一括して

委託することにより，施設等の効率的・機能的な管理運営が期待できる。 
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第３第３第３第３    事業者の選定に関する事項事業者の選定に関する事項事業者の選定に関する事項事業者の選定に関する事項    

    

１１１１    事業者の選定方法事業者の選定方法事業者の選定方法事業者の選定方法    

 事業者の選定は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２の

規定に基づく総合評価一般競争入札方式により実施した。 

 

２２２２    入札手続等入札手続等入札手続等入札手続等    

実施方針の公表 平成12年11月30日(木) 
実施方針に関する意見の受付 平成12年12月１日(金)～平成12年12月８日(金) 
入札説明書(案)の公表 平成12年12月５日(火) 
入札説明書(案)等に関する質問受付 平成12年12月12日(火) 
特定事業の選定 平成12年12月15日(金) 
第１回審査委員会 平成12年12月16日(土) 
入札説明書(案)等に関する質問に対す
る回答 

平成12年12月22日(金) 

入札公告及び入札説明書等の交付 平成12年12月25日(月) 
入札説明書等に関する説明会参加申込
み 平成12年12月21日(木)～平成12年12月25日(月) 

設計図書の閲覧 
 

平成12年12月１日(金)～平成13年２月16日(金) 

申込み 平成12年12月４日(月)～平成12年12月６日(水) 設計図書等の有料
頒布（第 1回） 頒 布 平成12年12月８日(金) 

申込み 平成12年12月25日(月)～平成12年12月26日(火) 設計図書等の有料
頒布（第２回） 頒 布 平成12年12月28日(木) 
入札説明書等に関する説明会 平成12年12月26日(火) 
入札説明書等に関する第１回質問受付 平成13年１月５日(金) 
入札説明書等に関する第１回質問に対
する回答 

平成13年１月18日(木) 

参加表明書，参加資格審査申請書類，
ＶＥ提案書の受付 
条件規定書の配布 

平成13年１月25日(木) 

参加資格審査結果の通知 平成13年２月１日(木) 
入札説明書等に関する第２回質問受付 平成13年２月２日(金) 
ＶＥ提案審査結果の通知 平成13年２月５日(月) 
参加資格がないと認めた理由の説明要
求 

平成13年２月５日(月)～平成13年２月14日(水) 

入札説明書等に関する第２回質問に対
する回答 

平成13年２月９日(金) 

参加資格がないと認めた理由の説明要
求に係る回答 

平成13年２月16日(金) 

入札（入札書類受付） 平成13年２月19日(月) 
第２回審査委員会（優秀提案の選定） 平成13年２月24日(土) 
落札者の決定，公表 平成13年２月26日(月) 
事業協定締結 平成13年３月22日(木) 



 

9    

３３３３    審査の手順及び方法審査の手順及び方法審査の手順及び方法審査の手順及び方法    

(1) 審査委員会の設置 

 入札書類審査に際しては，学識経験者及び市職員で構成する審査委員会を設置し，審査

委員会における審査により優秀提案を選定した。市は，審査委員会の審査により選定され

た優秀提案をもとに，落札者を決定した。 

 審査委員は次のとおりである。 

委員長   山 内  弘 隆 （一橋大学大学院商学研究科教授） 

副委員長  植 田  和 男 （日本ＰＦＩ協会専務理事） 

委員    大 橋  南海子 （一級建築士） 

委員    大 木  議一郎 （調布市総務部長） 

委員    福 田  豊 成 （調布市教育委員会学校教育部長） 

 

(2) 参加資格審査及びＶＥ提案審査 

 入札参加者から提出された参加資格審査書類をもとに，入札説明書に示す参加資格要

件の有無について確認を行い，参加資格審査結果を入札参加者に通知した。 

 また，入札参加者から提出されたＶＥ提案書について，当該ＶＥ提案を採用すること

の可否を審査し，ＶＥ提案審査結果をＶＥ提案書を提出した入札参加者に通知した。 

 

(3) 入札書類審査 

 あらかじめ設定した「落札者決定基準」に従って，審査委員会において入札書類の審

査を総合評価の方法により行い，優秀提案を選定した。総合評価は，入札参加者の提出

した提案内容について，各評価項目ごとに評価に応じ得点を付与し，得点の合計を入札

価格で除して得た数値（以下「総合評価値」という。）により行い，総合評価値の最も

高い者を優秀提案として選定した。 

 総合評価値は，表１に示す評価項目において，要求水準書及び入札説明書に示される最

低限の要件をすべて満たしている者に基礎点７５点を付与し，当該要件を超える部分につ

いて，評価に応じて加点を付与した。 

 

表１ 評価項目と配点 

 
 基礎点 加 点 合 計 
施設の建設  ７ 
ＶＥ提案による機能向上 （２） 
 
施工計画 （５） 

施設の維持管理  ３ 
プール施設の運営  ７ 
事業計画  ８ 
事業計画 （５） 
 
リスク管理方針 

７５ 

（３） 

― 

合計合計合計合計    ７５７５７５７５    ２５２５２５２５    １００１００１００１００    
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第４第４第４第４    事業者選定結果事業者選定結果事業者選定結果事業者選定結果    

    

１１１１    参加資格審査及びＶＥ提案審査参加資格審査及びＶＥ提案審査参加資格審査及びＶＥ提案審査参加資格審査及びＶＥ提案審査    

 平成１３年１月２５日に参加表明書，参加資格審査申請書類及びＶＥ提案書の提出を受

け付けた結果，１２の企業グループより参加表明及び参加資格審査の申請があった。各グ

ループの構成員は，表２に示すとおりである。参加資格審査の結果，参加表明のあった１

２グループはいずれも入札説明書に示した参加資格要件を満たしていることを確認した。 

 また，ＶＥ提案については，上記１２グループのうち１１グループから合わせて８３０

件のＶＥ提案書の提出があった。落札者決定基準及びＶＥ提案要領に基づいてＶＥ提案審

査を行った結果，１４８件のＶＥ提案の採用を認めた。各グループの工種ごとの提案件数，

採用を認めた件数，並びに入札書類への実際の採用件数を表３に示す。 

 

表２ 参加表明書提出グループ構成員一覧 

 
受付 
番号 

グループ名 代表企業名 建設企業名 
プール運営 
企 業 名 

その他企業名（役割） 

１ 
新日本製鐵 
グループ 

新日本製鐵
㈱ 

新日本製鐵
㈱ 
不動建設㈱ 

㈱信徳 
フジメンテニール㈱（維持管理企
業） 

２ 
伊藤忠商事 
グループ 

伊藤忠商事
㈱ 

㈱淺沼組 
㈱東急スポーツ
オアシス 

㈱東急コミュニティー（維持管理
企業） 

３ 
三菱商事 
グループ 

三菱商事㈱ 
西松建設㈱ 
三井建設㈱ 

スポーツプレッ
クス・ジャパン
㈱ 

日本ビルサービス㈱（維持管理企
業） 

４ 
フジタ 
グループ 

㈱フジタ ㈱フジタ セノー㈱ 
(財)日本スポーツクラブ協会（ア
ドバイザー） 
綜合警備保障㈱（維持管理企業） 

５ 
清水建設 
グループ 

清水建設㈱ 清水建設㈱ 
シンコースポー
ツ㈱ 

 

６ 
三菱重工業 
グループ 

三菱重工業
㈱ 

三菱重工業
㈱ 

金子スポーツ振
興㈱ 

㈱三菱総合研究所（事業計画協力
企業） 

７ 
三井物産 
グループ 

三井物産㈱ 
鹿島建設㈱ 
㈱間組 
林建設㈱ 

㈱ハリマビステ
ム 
セントラルスポ
ーツ㈱ 

㈱ハリマビステム（維持管理企
業） 

８ 
大林組 
グループ 

㈱大林組 ㈱大林組 ㈱ピープル 

㈱京王設備サービス（維持管理企
業） 
㈱ゼクタ（事業マネジメント企
業） 

９ 
大日本土木 
グループ 

大日本土木
㈱ 

大日本土木
㈱ 
㈱松村組 

㈱全日 
千代田ビル管理㈱（維持管理企
業） 

10 
戸田建設 
グループ 

戸田建設㈱ 戸田建設㈱ ㈱トピーレック 
ダイヤモンドリース㈱（事業資金
の融資） 
東京美装興業㈱（維持管理企業） 

11 
丸紅 
グループ 

丸紅㈱ ㈱奥村組 
㈱マイ・エス・
スポーツ 

㈱泰成エンジニアリング（維持管
理企業） 

12 
竹中工務店 
グループ 

㈱竹中工務
店 

㈱竹中工務
店 
㈱竹中土木 

㈱日本水泳振興
会 

セコム㈱（維持管理企業） 
新菱冷熱㈱（建設設備関連企業） 
㈱きんでん（建設設備関連企業） 
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表３ ＶＥ提案審査結果 
 

グループ番号  意匠・造作 構造 設備 施工 計 
提  案 ５ ０ ４ ２ １１ 
審査通過 １ ０ １ ２ ４ １ 
採  用 ０ ０ １ ２ ３ 
提  案 ２９ ０ ２４ ９ ６２ 
審査通過 １４ ０ １０ ５ ２９ ２ 
採  用 １４ ０ １０ ５ ２９ 
提  案 １０ １ １１ ３ ２５ 
審査通過 １ １ １ ２ ５ ３ 
採  用 １ １ １ ２ ５ 
提  案 ６ ４ ７ ３ ２０ 
審査通過 ３ ０ １ １ ５ ４ 
採  用 ３ ０ １ １ ５ 
提  案 ４０ １ ３５ １４ ９０ 
審査通過 ９ ０ ６ ９ ２４ ５ 
採  用 ９ ０ ６ ９ ２４ 
提  案 ７ ０ １２ ０ １９ 
審査通過 ０ ０ ４ ０ ４ ６ 
採  用 ０ ０ ４ ０ ４ 
提  案 ４４ １０ ２５ ５ ８４ 
審査通過 １７ ４ ５ ４ ３０ ７ 
採  用 １４ ４ ５ ４ ２７ 
提  案 １４ ０ １８ ３ ３５ 
審査通過 ４ ０ ０ ３ ７ ８ 
採  用 ３ ０ ０ ３ ６ 
提  案 
審査通過 ９ 
採  用 

（ＶＥ提案書の提出なし） 

提  案 ２９ ０ １３ ９ ５１ 
審査通過 ５ ０ １ ６ １２ 10 
採  用 ４ ０ １ ６ １１ 
提  案 １ ０ ３ ０ ４ 
審査通過 ０ ０ ２ ０ ２ 11 
採  用 ０ ０ ０ ０ ０ 
提  案 ８０ ４ ３４１ ４ ４２９ 
審査通過 ７ １ １８ ０ ２６ 12 
採  用 (H13.2.16 入札参加辞退） 
提  案 ２６５ ２０ ４９３ ５２ ８３０ 
審査通過 ６１ ６ ４９ ３２ １４８ 計 
採  用 ４８ ５ ２９ ３２ １１４ 

※）表２の受付番号をもってグループ番号とする。以下，同じ。 
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２２２２    入札書類審査入札書類審査入札書類審査入札書類審査    

 平成１３年２月１９日に，入札を辞退したグループ１２を除く１１グループから入札書類

の提出を受け付け，提出された入札書類がすべて揃っていることを確認したのち，１１グル

ープの入札参加者の入札書を入札参加者又はその代理人の立ち会いのうえ開札した。 

 

(1) 入札価格の確認 

 １１グループの入札価格がいずれも市の設定した予定価格（市が直接実施する場合の事

業期間を通じた市の財政負担額。6,417,671千円。）を超えていないことを確認した。各

グループの入札価格は，表４に示すとおりである。 

 

表４ 入札価格 

 

グループ番号 入札価格 

１ 4,147,937 

２ 4,706,610 

３ 5,595,432 

４ 4,679,426 

５ 4,644,661 

６ 5,211,632 

７ 4,379,030 

８ 5,546,185 

９ 5,969,679 

10 5,295,104 

11 4,539,996 

（単位：千円） 

 

(2) 提案内容の確認 

 １１グループすべての入札書類の各様式に記載された内容が，要求水準書及び入札説明

書に示す最低限の要件をすべて満たしていることを確認し，基礎点７５点を付与した。 

 

(3) 加点の付与 

 各グループの設計・建設業務提案書，維持管理業務提案書，プール運営業務提案書，並

びに事業計画提案書について，以下に示すとおり評価を行い，評価に応じて加点を付与し

た。 

① 施設の建設（ＶＥ提案による機能向上）（配点２点） 

 １１グループの中で，ＶＥ提案を採用したのは９グループであった。各グループのＶ

Ｅ提案について，設計図書に示す水準を超える福祉対策，省エネルギー対策，リサイク

ル対策，周辺環境対策，その他の対策により機能の向上が図られる優れた提案であると

認められる場合，各対策について機能向上の程度を勘案したうえで３段階評価（０，＋

１ポイント，＋２ポイント）を行い，１ポイントにつき０．２点を当該評価項目の加点



 

13    

として付与した。 

 
② 施設の建設（施工計画）（配点５点） 

 市は本事業を実施するにあたり，平成１４年９月からの授業開始を本事業の主たる目

的の一つとして捉えていることから，着工までに必要となる手続きや近隣住民対策等を

踏まえたうえで，適切かつ実現可能な施工計画及び工程計画を具体的に立案しているか，

また，不測の事態が生じた際に工程を遵守するための信頼できる対策が提案されている

かについて，５段階評価により加点を付与した。 

  
③ 施設の維持管理（配点３点） 

 学校施設の維持管理は，一般的な施設のそれと異なり，教育面から児童との分担が生

じるといった特徴がある。このような学校施設の特性を認識した上で維持管理が提案さ

れているかということを評価した。また，本事業において，施設等の水光熱費は事業期

間を通じて市が直接支払うものであるが，その額は維持管理の方法等によって変動する

可能性があることから，市が負担する水光熱費の削減提案について具体的かつ実現可能

と判断される提案がなされているかということを評価した。これらの評価項目について，

優れた提案であると認められた場合に，５段階評価により加点を付与した。 
  
④ プール施設の運営（配点７点） 

 プール運営業務のうち市民開放事業の実施については，企業の有する専門的な知識や

ノウハウを活用し，市民のニーズ及びニーズの変化に合致した多様かつ質の高いサービ

スが柔軟に提供されるなどの優れた提案であると認められた場合に，５段階評価により

加点を付与した。 
 

⑤ 事業計画（配点５点） 

 市は本事業を実施するにあたり，平成１４年９月からの授業開始を本事業の主たる目

的の一つとして捉えていることから，落札者決定後，速やかにＳＰＣが設立されるとと

もに，維持管理・運営期間中のみならず施設の竣工・引渡までの資金調達等を含めた事

業計画が適切に実行されることが要件であると認識しており，これらの点で優れた提案

と認められた場合に，５段階評価により加点を付与した。 
 

⑥ リスク管理方針（配点３点） 

 市とＳＰＣとの間で速やかに事業協定を締結し，１６年間にわたるＰＦＩ事業を円滑

に実施するためには，ＰＦＩに対する適切かつ十分な知識と経験が必要であると認識し

ている。このため，入札参加者グループの構成員である各企業のＰＦＩ事業への参画の

実績・経験等に基づき，本事業の特徴を踏まえた事業のリスク管理についての方針や対

策が，適切かつ具体的で実現可能な優れた提案であると認められた場合に，５段階評価

により加点を付与した。 
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(4) 総合評価値の算定 

 (3)において付与した加点の合計を入札価格の現在価値（割引率４％）で除して，総合

評価値を算定した。 

 

(5) 優秀提案の選定及び落札者の決定 

 審査委員会において，総合評価値の最も高いグループ７を優秀提案として選定した。市

は，審査委員会における優秀提案の選定結果を受けて，平成１３年２月２６日，グループ

７の三井物産グループを落札者として決定した。 
 

３３３３    入札書類審査の総評（審査委員会）入札書類審査の総評（審査委員会）入札書類審査の総評（審査委員会）入札書類審査の総評（審査委員会）    

 我が国初の義務教育施設のＰＦＩ事業となった本事業における事業者の選定は，ＰＦＩ法

に基づいて実施すると同時に，地方自治法に基づく総合評価一般競争入札方式を採用して実

施した。また，民間事業者の有するノウハウをより活用するため，市が実施した実施設計を

もとにＶＥ提案を合わせて募集した。事業者の選定に当たっては，透明性・公平性を確保す

るため，入札説明書に添付して落札者決定基準を公表し，評価の方法，内容等を具体的かつ

わかりやすく示すよう努めた。 
 その結果，１２グループから参加表明が得られ，入札には１１グループの参加が得られる

こととなった。ＶＥ提案のみならず民間事業者の創意工夫を生かしたさまざまな提案があり，

いずれの提案も，市の示した要求水準等を満たす内容であるとともに市が直接実施する場合

の事業期間を通じた市の財政負担額を下回る結果となった。これにより，市の財政負担額の

削減並びに公共サービスの水準の向上を図ることができたと考えている。 
 このような優れた提案の中で，グループ７の提案は，価格の評価はグループ１に次いで２

位であるものの，価格以外の評価が最も高いことから総合評価値で１位となり，優秀提案と

して選定された。価格以外の評価が高かった主な要因は次のとおりである。 
① 本事業に対する積極的な取組みが認められ，すべての項目において平均を大きく上回る

評価が得られたこと。 
② 適切かつさまざまな方策を講じることにより，平成１３年３月末日までの事業協定締結，

平成１４年９月からの授業開始を最も確実なものとしていること。 
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表５ 総合評価審査結果一覧 

 

 
４４４４    事業協定の締結事業協定の締結事業協定の締結事業協定の締結    

 市は，平成１３年２月２７日に，落札者として決定した三井物産グループの代表企業であ

る三井物産株式会社との間で基本協定を締結した。その後，調布市議会の議決を経て，平成

１３年３月２２日，三井物産グループの設立した特別目的会社との間で，事業協定を締結し

た。事業協定の概要は，以下のとおりである。 
  （特定事業契約の概要） 

(1) 契約件名 調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業 

(2) 契約の相手方 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 

           調和小学校市民サービス株式会社 

(3) 契約締結日 平成１３年３月２２日 

(4) 契約期間 契約締結日から平成２９年３月末までの１６年間 

(5) 契約金額 ４５億７，４４４万３，６５０円（消費税込み） 

(6) 契約書の構成 第１章 総則 

第２章 本件施設等の設計 

第３章 本件施設等の建設及び整備 

第４章 本件施設の引渡し等 

第５章 本件施設等の維持管理及び運営 

第６章 契約期間及び契約の終了 

第７章 法令変更 

第８章 不可抗力 

第９章 その他 

第10章 雑則 

受付番号 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11

グループ名 新日本製鐵Ｇ 伊藤忠商事Ｇ 三菱商事Ｇ フジタＧ 清水建設Ｇ 三菱重工業Ｇ 三井物産Ｇ 大林組Ｇ 大日本土木Ｇ 戸田建設Ｇ 丸紅Ｇ

6,417,671

4,813,175

4,147,937 4,706,610 5,595,432 4,679,426 4,644,661 5,211,632 4,379,030 5,546,185 5,969,679 5,295,104 4,539,996

3,209,708 3,577,790 4,236,070 3,628,321 3,574,272 3,930,557 3,343,273 4,171,070 4,571,430 4,071,503 3,459,959

66.7% 74.3% 88.0% 75.4% 74.3% 81.7% 69.5% 86.7% 95.0% 84.6% 71.9%

1 5 10 6 4 7 2 9 11 8 3

75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00 75.00

17.70 21.15 10.95 13.85 20.15 16.30 22.25 15.45 8.25 16.90 12.25

ＶＥ提案による機能向上(2) 0.20 1.40 0.20 0.60 0.40 0.80 1.00 0.20 0.00 0.40 0.00

施工計画(5) 3.75 3.75 2.50 3.75 3.75 3.75 5.00 2.50 1.25 3.75 1.25

施設の維持管理(3) 3.00 2.25 0.75 0.75 3.00 2.25 3.00 2.25 0.75 1.50 1.50

プール施設の運営(7) 5.25 7.00 3.50 5.25 7.00 3.50 5.25 5.25 3.50 5.25 3.50

事業計画(5) 2.50 3.75 2.50 1.25 3.75 3.75 5.00 3.75 1.25 3.75 3.75

リスク管理方針(3) 3.00 3.00 1.50 2.25 2.25 2.25 3.00 1.50 1.50 2.25 2.25

92.70 96.15 85.95 88.85 95.15 91.30 97.25 90.45 83.25 91.90 87.25

4 2 10 8 3 6 1 7 11 5 9

28.881 26.874 20.290 24.488 26.621 23.228 29.088 21.685 18.211 22.572 25.217

2 3 10 6 4 7 1 9 11 8 5

（金額単位：千円）

Ｃ
　
提
案
審
査

順位

順位

順位

Ｃ　得点合計(100)（ｃ１＋ｃ２）

ｃ２　加点合計(25)

ｃ１　基礎点(75)

総合評価値（Ｃ／Ｂ′＊1,000,000）

対ＰＳＣ比（Ｂ′／Ａ′＊100）

Ａ　予定価格

Ａ′ＰＳＣ（予定価格の現在価値）

Ｂ　入札金額

Ｂ′入札金額の現在価値
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別表１ 

調和小ＰＦＩ事業全体スケジュール調和小ＰＦＩ事業全体スケジュール調和小ＰＦＩ事業全体スケジュール調和小ＰＦＩ事業全体スケジュール    
平成９年度  基本設計 
平成10年度  実施設計 
平成11年度 H11/ 4/ 1 調和小学校開校（旧大町小学校を仮校舎で授業開始） 
 H12/ 2/28 調布市ＰＦＩ研究会設置 
平成12年度  東京都へ説明       （ 6/ 5～） 
  文部省へ説明       （ 7/ 6～） 
 H12/10/ 6 調布市民間資金等活用事業プロジェクト・チーム設置 
  アドバイザリー契約締結  （10/26） 
  自治省へ説明       （11/ 9） 
 H12/11/30 実施に関する方針公表 
  実施方針に関する意見の受付（12/ 1～12/ 8）26件 
  設計図書の閲覧      （12/ 1～ 2/16） 
  入札説明書（案）の公表  （12/５） 
  入札説明書（案）に関する質問・回答（12/12～12/22）226件 
 H12/12/ 6 文部省より補助金について内示 
 H12/12/15 特定事業の選定 
 H12/12/16 第1回審査委員会 
 H12/12/22 議会（債務負担行為の設定） 
 H12/12/25 入札公告 
  入札説明会        （12/26） 
  第１回質問・回答     （ 1/ 5～ 1/18）497件 
  参加表明書受付・条件規定書配布・ＶＥ提案受付（ 1/25） 
  12グループ・ＶＥ提案830件 
  参加資格審査結果通知   （ 2/ １）12グループ 
  ＶＥ提案審査結果通知  （ 2/ 5） 採用 148件 
  第２回質問・回答     （ 2/ 2～ 2/ 9）330件 
 H13/ 2/19 入札（提案書受付） 11グループ 
 H13/ 2/24 第２回審査委員会 
 H13/ 2/26 落札者決定・公表 
 H13/ 2/27 基本協定締結 
  調和小学校市民サービス株式会社設立 （ 3/ 7） 
 H13/ 3/21 議会（契約・債務負担の変更） 
 H13/ 3/22 契約締結 
平成13年度 H13/ 4/ 1 事業開始(建設) 
 H13/12/21 合意書（株式会社富士銀行・安田火災海上保険株式会社） 
平成14年度 H14/ 8/ 1 完工後，市名義での登記（維持管理開始） 
 H14/ 9 /1 授業開始・プールオープン（運営開始） 
   
平成28年度 H29/ 3/31 事業終了 
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  別表２ 

調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業スキーム図調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業スキーム図調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業スキーム図調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業スキーム図    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表企業 

調調調調        布布布布        市市市市    

調和小学校市民サービス株式会社調和小学校市民サービス株式会社調和小学校市民サービス株式会社調和小学校市民サービス株式会社    

三井物産㈱ 

鹿島建設㈱ ㈱ハリマビステム 

セントラルスポーツ㈱ 

 

調布市教育委員会 

㈱間組 

林建設㈱ 

㈱富士銀行 
安田火災海上

保険㈱ 

維持管理・運営 

特 

定 

事 

業 

契 

約 

市 

民 

・ 

児

童 

直接契約 
（合意書） 

融資契約 

建設 

サービス購入費 
・ 施設整備費相当額（施設整備に要する費用及び調達金利） 
・ 維持管理運営費相当額（維持管理及びプール運営に要する費用） 

 
維持管理運営費相当額については毎年の消費者物価指数による変動の他，プール利用

者が一定の基準以上利用された場合に増額される。 
また，必要なサービス水準を満たされない場合は，支払停止，減額等の措置がある。 

国 
・ 
都 

㈱

横

河

建

築

設

計

事

務

所 

設計委託 

工事監理委託 

事
業
者
の
提
供
す
る

事
業
者
の
提
供
す
る

事
業
者
の
提
供
す
る

事
業
者
の
提
供
す
る    

 
 

 
 
 
 

 
 

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス 

施
設
建
設
・
維
持
管
理 

屋
内
温
水
プ
ー
ル
運
営
・

プ
ー
ル
使
用
料
徴
収
代
行 

調布市立調和小学校調布市立調和小学校調布市立調和小学校調布市立調和小学校    

市
の
行
な
う
業
務

市
の
行
な
う
業
務

市
の
行
な
う
業
務

市
の
行
な
う
業
務    

学
校
教
育 

地
域
図
書
館 

市
民
開
放
等
の
運
営
， 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

出
資 

配
当 

補助金等の支援 

サ

｜

ビ

ス

購

入

費

の

支

払

い 

市民の受ける市民の受ける市民の受ける市民の受ける

サービス等サービス等サービス等サービス等    

学校教育 

図書館等開放

施設利用 

プール使用料 

モニタリング 
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調布市立調和小学校ＰＦＩ事業での課題等について調布市立調和小学校ＰＦＩ事業での課題等について調布市立調和小学校ＰＦＩ事業での課題等について調布市立調和小学校ＰＦＩ事業での課題等について    
 
国庫補助金等の取り扱いについて 
・国庫補助制度の要請から、建設直後の所有権の移転によるＢＴＯ方式とすること、初年度に補

助基本額分の支払をすることを前提とした計画となった。市にとって補助制度が活用できるメ

リットは大きかったが、ＰＦＩの特徴に合わせた補助制度の柔軟な取扱いが行われることが望

ましい。 
・また、ＰＦＩ事業への補助制度の適用について、あらかじめ明確な情報提供がなされていれば、

入札期間等余裕を持ったスケジュールを組むことが可能となるため、今後、各事業分野におい

て補助制度の取扱いに係る速やかな情報提供が望まれる。 
 
運営部分の範囲について 
・本件は、学校に関わる施設の内、屋内温水プールのみを運営部分としたが、現在自校直営で行

っている学校給食や、経理その他の学校事務や、学校教育以外の運営業務やＩＴ関連教育など，

事業者の提案も含め、ＰＦＩ事業の範囲として検討できる可能性がある。 
 
ＶＦＭの検討について 
・先行事例を参考に、ＰＦＩ事業のＬＣＣにおける建設費と維持管理費の算定は削減率で行った

が、参考になる指標が望まれる。 
・現在価値を算出する割引率についても指標が望まれる。 
・市の過去の事例等の検証から、敢えてリスク調整費は参入しなかったが、試算する場合の具体

的な指標が望まれる。 
 
入札手続について 
・総合評価一般競争入札を採用し、多くの事業者に参加していただけたが、応募企業にとっては

提案書の作成など多大な負担となったと聞いている。 
・入札保証金については建設期間についての履行補償保険を付保することにより免除としたが、

市を相手方として建設企業が付保する保険が存在しないため、建設企業がＳＰＣを相手方とす

る保険に加入することにより対応した。契約書では、建設中の責任分担での明記はあるが、市

を相手方として加入できる保険が望まれる 
・従来、分離発注していた工事と、維持管理に係る業務が一括化したことにより、参入事業所の

条件が高くなり、市内企業が単独では参加しづらい状況であった。提案書の中では地元雇用等

の提案があったが、何ら拘束力もないので、検討を要する。 
 
法的な課題について 
・プロジェクトファイナンスの場合、融資銀行から求められる地位の譲渡等を含む事業破綻時の

対応について、統一的な取扱いの提示が望まれる。 
 
 


